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日本における急速な高齢化の進展や政府債務残高の累増の中で、将来にわたり財政・社会
保障の持続可能性を確保していくためには、世代を越えて負担を分かち合う必要があり、世
代間公平の考え方が重要となる。 
世代会計が、世代間格差についての正確で分かりやすい情報を伝えるツールとしての役
割を果たすためには、世代会計の意味や手法に対する一定の理解が必要となる。こうした問
題意識の下、本稿では、世代会計の有効性の検証を行った上で、正確で分かりやすい情報を
伝えるための手法の拡張を行うことにより、世代会計が世代間格差を評価するツールとし
て活用できることを示した。 
本稿は、序章・終章を含め 8 章から構成され、各章の要約は以下のとおりである。 
序章 本稿の問題意識と各章の概要 
第 1 章 世代会計の手法面の展開と類型 
第 2 章 世代会計の基本推計 
第 3 章 世代会計における受益・負担の世代間分配手法の頑健性の検証 
第 4 章 遺産を考慮した世代間格差の分析 
第 5 章 財政危機を考慮した世代会計の分析 
補章 日本の財政危機の時期：多様な貯蓄の推計による頑健性の検証 
終章 
 
序章では、日本の少子高齢化の進展や厳しい財政状況を述べ、プライマリーバランスや政
府債務残高といった財政指標は世代別に分離された指標ではないことに加え、「暗黙の債務」
が反映されておらず、世代間格差を的確に捉えることができないため、世代会計の活用が期
待されることを指摘した。 
また、少子高齢化の進展によるシルバー民主主義の問題が懸念される中で、高齢世代が若
年世代や将来世代の利益を十分に考慮することが社会全体の利益につながるが、そのため
には世代会計による若年世代や将来世代の負担の可視化が重要であることを指摘した。さ
らに、世代会計の有効性の検証と手法の拡張を 2 つの大きな柱として分析を進めることに
より、世代会計を世代間格差の情報を的確に伝えるツールとして活用されることを目指す
ことを本稿の目的として位置づけた。 
 
第 1 章では、Auerbach, Gokhale and Kotlikoff (1991)により提唱された世代会計の手法
および前提条件についての批判と反論をまとめ、その後の研究における世代会計への批判
に対応した手法面の拡張を類型化して整理することにより、世代会計の有効性と手法の拡
張について論じた。 
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手法の拡張では、i)過去の受益・負担が算入されておらず比較可能なのは 0 歳世代と将
来世代のみである、ii)将来世代のみが先送りされた債務を負担するとの非対称な仮定が置
かれている、iii)将来世代の純負担は将来世代全体の平均値で示されるといった指摘に対応
して、i)過去の受益・負担を含めた手法、ii)財政の持続可能性を考慮した手法、iii)将来世代
を細分化した手法の 3 類型にまとめて整理した。 
過去の受益・負担を含めた手法では、0 歳世代と将来世代のみならず、現在世代に属す
る各世代との比較が可能となる。財政の持続可能性を考慮した手法では、将来世代のみが
残された政府債務を返済するという非対称な仮定を修正し、若年世代を中心に現在世代も
負担を負うことを示した。将来世代を細分化した手法のメリットは、将来世代を全体とし
て定義するのではなく、現在世代の人々の関心が強い近い将来世代の負担を可視化するこ
とができることにある。これにより、高齢世代が将来世代の利益を十分に考慮して政策を
選択することとなれば、シルバー民主主義の問題を緩和することにつながると考えられる。 
コトリコフの世代会計への批判に対応した手法の拡張や前提の置き方を適切に選択する
ことにより、世代間格差について正確で分かりやすい情報を伝える世代会計の有効性が確
保されると考えられる。 
 
第 2 章では、増島・島澤・村上(2009)、増島・田中(2010)の手法をベースとした世代会計
の手法およびデータについて説明した上で、実際のデータを用いて 2014 年度基準の世代会
計の推計を行った。推計の結果、世代間格差の指標である生涯純負担率でみると現在世代（0
歳世代）の 14.8％に対し、将来世代は 34.3％となり、現在世代と将来世代の間に大きな世
代間格差があることを確認した。 
本稿の推計結果を 2008 年度基準の先行研究である増島・田中(2010)と比較すると、本稿
の推計における 0 歳世代と将来世代の生涯純負担率の差の方が小さくなった。この要因を
特定するため、消費税率引上げを反映せず消費税率 5％で将来にわたり一定として推計を行
ったところ、増島・田中(2010)と近い推計結果が得られ、消費税率引上げが世代間格差の縮
小に寄与していることが示された。また、応用分析として、マクロ経済スライドを適用しな
いと仮定したケースの推計を行ったところ、消費税率引上げを行わないケースとかなり近
い結果になった。世代間格差の改善の観点からは、マクロ経済スライドの適用は消費税率引
上げと同等の効果を持つと評価できることが示された。 
さらに、金利・成長率の仮定を変更した推計を行うことで、推計結果の頑健性を検証した。
金利から成長率を差し引いた金利成長率格差一定の下での生産性上昇率の変更は、生涯純
負担率にほとんど影響を与えなかった。金利成長率格差を小さくすると、現在世代と将来世
代の世代間格差は縮小するものの、依然として大きな世代間格差が残り、現在世代と将来世
代の間に大きな世代間格差があるという本稿の結論の頑健性が確認された。 
 
第 3 章では、世代会計における受益・負担の各世代への分配手法の頑健性を検証した。ま
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ず、各受益・負担項目について分配データを詳細に分析するため、分配データのみ時点を変
更した推計（2014 年→2009 年）を行ったところ、ほとんどの分配データが安定的で大きな
変化はなく、分配データ変更が各世代の生涯純負担率に与える影響はわずかであることが
確認された。 
第 2 に、日本の世代会計の先行研究の多くは、データの制約から、『全国消費実態調査』
等の世帯ベースの分配データを用いている。本稿では、個人ベースの分配データを用いた世
代会計の推計を試みることにより、世帯ベースの分配データを用いる妥当性を検証した。推
計結果をみると、個人ベースの分配データを用いた場合と世帯ベースの分配データを用い
た場合で、各世代の生涯純負担率に大きな差がなく、世帯ベースの分配データを用いる手法
に一定の頑健性があることが確認された。 
第 3 に、本稿の世代会計の基本推計では、法人税負担は労働者と資本家が半分ずつ負担
すると仮定し、所得税負担は所得額に比例すると仮定している。これらの仮定の妥当性を
検証するため、法人税負担の帰着の仮定を変更した世代会計の推計、所得税の累進構造を
反映した世代会計の推計を行った結果、基本推計との生涯純負担率の差はほとんどなく、
法人税・所得税負担の分配手法の頑健性が確認された。 
 
 第 4 章では、世代会計が捉える個人の政府に対する受益・負担は、私的な世代間移転であ
る遺産により相殺されるのではないかという批判について定量的に検証を加えた。具体的
には、民間部門の世代間移転である遺産についての世代別の受益・負担の推計を行い、世代
会計の推計結果からの結論が民間部門の遺産を考慮しても有効かどうかの検証を行った。 
Barro (1974)の利他的遺産動機を前提とした中立命題が成立する世界では、政府が国債発行
によって将来世代の負担を増加させる政策を採用した場合、遺産を同額だけ増加させる形での現
在世代から将来世代への世代間移転が図られることから、将来世代の政府に対する負担増が相
殺される。仮に利他的遺産動機が存在せず、死亡時期の不確実性から偶発的に遺産を遺すとい
う考え方に立つ場合でも、少子高齢化が進展する社会では遺産を受け取る世代の人口が少なくな
るため、1人当たりの遺産受取額が大きくなる可能性がある。 
世代会計の枠組みでは、個人の政府に対する受益・負担に着目しており、遺産などの民間部門
の世代間移転が推計に反映されない。本稿では、死亡時に保有する資産は 30 歳年齢が下の世
代に遺産として遺すと仮定することにより、民間部門の世代間移転の中心である遺産を考慮し、遺
産を含めた各世代の受益・負担の世代間格差の現状を確認した。 
推計の結果、人口が多いベビーブーム世代では 1 人当たりの遺産受取額が小さくなる一方、ベ
ビーブーム世代の子世代では人口の多い世代が遺した遺産を受け取るため 1 人当たり遺産受取
額が大きくなることが示された。本稿の分析により、少子化の進展により親世代よりも人口が少なく
なる世代は、遺産受取による受益の増加を通じて少子化による社会保障の公的負担の増加が
一部相殺される可能性が示された。 
将来世代については、現在世代からの遺産受取が受益に反映される分だけ生涯純負担率
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が低下するが、基本推計からの生涯純負担率の低下幅は大きくなく、遺産を考慮しても現在
世代との間に大きな格差が残ることが示された。遺産を考慮する場合には世代会計は意味が
なく世代間格差は問題とならないという主張は妥当でなく、世代間公平の観点から、現在世代と将
来世代の世代間格差を縮小させる政策が望ましいと考えられる。 
 
第 5 章では、世代会計の手法の拡張として、財政危機を考慮した世代会計の分析を行っ
た。世代会計においては、現在世代の残りの生涯には現行の受益・負担の枠組みが維持され
る一方、将来世代が先送りされた政府債務を負担するとの仮定が置かれている。しかしなが
ら、財政危機を考慮すると、先送りされた政府債務を将来世代にすべて負担させることはで
きない可能性がある。ギリシャの財政危機でみられるように、財政危機が起こった時期に生
きている世代の負担が非常に重くなるという現実があり、こうした現実を世代会計で捉え
ることが、世代間の負担について有益な情報を提供することにつながる。 
本稿では、Hoshi and Ito (2014)の手法を参考に、政府債務残高が民間貯蓄残高を上回る
時点で財政危機が発生すると仮定し、財政危機の発生時期を推計した上で、財政危機の発生
から一定期間に政府がインフレもしくは財政再建策により対応すると仮定し、世代会計を
用いてそれぞれのケースで世代間の負担にどのような影響を与えるかを分析した。 
本稿の分析により、財政危機の発生時期は 2034～2039 年度と推計され、財政危機の期間
（5 年間）には 44～58％の高率のインフレもしくは 63～87％という高い消費税率が必要と
なることが示された。各世代の負担への影響をみると、財政危機の時期に税（もしくはシニ
ョリッジ）負担のウェイトが大きい世代の負担が重くなることが示された。 
推計結果から、財政危機を考慮すると政府債務をすべて将来世代に先送りすることが許
されず、財政危機の調整期間に生存している現在世代も重い負担を負うことが示された。こ
のため、将来世代だけでなく自分たちの問題として財政健全化を進めていくことが重要で
あると考えられる。 
財政危機の発生時期の違いによる各世代への影響を比較すると、財政危機の発生が遅く
なると、その分だけ負担増の中心となる年齢が若くなることに加え、全体的に負担が重くな
ることが示された。これは、財政危機が遅くなる間に政府債務残高が増加するため、必要な
る調整幅が大きくなることが要因である。このため、政府債務残高の増加を抑制する政策に
より、財政危機を回避もしくは影響を軽減することが重要であると考えられる。 
 
補章においては、第 5 章の財政危機を考慮した世代会計の分析の前提としている Hoshi 
and Ito (2014)の財政危機の時期の推計手法について、多様な貯蓄の推計による頑健性の検
証を行うとともに、改善された手法を用いて財政危機の時期の推計を行った。 
Hoshi and Ito (2014)においては、政府債務残高が民間貯蓄残高を上回る時期を財政危機
の発生時期として推計している。多様な貯蓄の推計による Hoshi and Ito (2014)の手法の頑
健性の検証の結果、(1)世帯数推計を用いて家計貯蓄率を計算、(2)家計所得比で家計貯蓄率
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を計算の 2 点の改善の余地があることが示された。これらの改善を合わせた推計の結果、
財政危機の発生時期は 2034～2039 年度となり、Hoshi and Ito (2014)の手法に従った基本
推計の 2029～2032 年度と比べて遅くなる結果が得られた。 
本稿ではさらに、高齢世代の就業率を変化させる推計と企業部門が保有する現金・預金を
変化させる推計を行い、これらの変化が民間貯蓄残高の変化を通じて、財政危機の発生時期
に影響を与える可能性を示した。今後高齢世代の就業を促進する政策により、高齢世代の就
業率が上昇すれば、財政危機の発生時期を遅くできる可能性がある。また、将来の設備資金
や海外投資の増加により企業の現金・預金が減少すると、財政危機が早まる可能性があるた
め、企業部門の資金動向にも留意する必要があることが示された。 
 
 終章においては、各章のまとめに加え、本稿の分析に共通する残された課題として、①世代
会計の枠組みでは、各世代の純負担の平均値に着目しており、世代内の格差について論じること
ができない点、②家計や企業の最適化行動を考慮していない点に留意する必要がある点を指
摘した。今後、家計の最適化行動や世代内公平といった世代会計の限界に配慮しつつ、シル
バー民主主義の問題を緩和し世代間公平を確保するための合意形成に世代会計を活用して
いくことが期待される。 
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